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1― 高齢化する高齢者

　日本は人口構造の高齢化が急速に進んで

おり、2065年には65歳以上の高齢者は総

人口の38.4%に達して2.6人に一人が高齢

者という状況となると予想されている。さら

に、高齢者の中でも高齢化が進んでいくと

いうことに注目すべきだ。75歳以上のいわ

ゆる後期高齢者は、2065年には25.5%に

達して4人に一人が後期高齢者という社会

になると見込まれている。高齢者が増えて

いくだけでなく、高齢者中でもより年齢の高

い層の割合が高まっていくのである。

 

　日本は他の先進諸国に比べて高齢化の

速度が速く、より高い水準に達する。さら

に核家族化が進み、高齢の単身者が増加

していくという問題も加わり、難しい対応

を迫られることになる。昔は一人で暮らし

ている人達と言えば若者が多かったが、独

居の高齢者の増加が著しい。

　自分の老後生活では、子供や連れ合いを

頼りにしている人もいるだろうが、子供が

身近に住んでいるとは限らないし、逆に自

分が連れ合いの世話をすることになるかも

知れない。家族が老親を支えようと思って

も、社会が使い勝手の良い仕組みを整備し

なくては、途方に暮れてしまうだけだ。

2― 経済問題からより複雑な問題へ

　高齢となってまず直面する経済的な問

題に対して、国民年金や厚生年金などの公

的年金制度が整備されてきた。医療保険制

度は全ての世代のためのものだが、後期高

齢者になると、複数の病気を抱えたり病気

が慢性化して治療が長期化したりすること

や、日常生活の支援が必要になることも増

えることから、後期高齢者医療制度や介護

保険が創設された。

　エコノミストとしては、急速に増加する

費用をどう制御していくのかという問題に

目が行ってしまうのだが、大きな課題はあ

るものの高齢者の生活や健康を支えるた

めの経済的な枠組みの整備は進んできた

と言える。しかし、「高齢者の高齢化」に対応

するためにはこれだけでは不十分で、法律

や社会の仕組みを整備していかなくてはな

らないだろう。

　オレオレ詐欺など高齢者をターゲットに

した犯罪は後を絶たず、高齢者を保護する

仕組みはまだ不十分だ。高齢ドライバーが

死傷事故を起こすという事件のように、高

齢者が加害者側に回ってしまうことも増

えている。2016年には認知症患者が起こ

した鉄道事故で、介護していた家族に賠償

責任があるのかという問題について最高

裁の判決があったが、家族に責任を課すの

も酷だが鉄道会社に対策の責任を求める

のも負担が大きいという難しい問題だっ

た。こうした事例は一時的に社会の注目を

集めるものの、なかなか法律や制度などの

社会的な仕組みを整備するというところま

で議論は深まらずに、いつの間にか問題は

忘れ去られてしまっている。

3― 求められる国民的な議論

　2000年には、介護保険制度と同時に成

年後見制度がスタートしたが、利用者数は

伸び悩んでいる。成年後見制度で用意さ

れている、後見、保佐、補助や任意後見と

いった様々な手段の中で、保佐や補助の利

用が少ないことが一因だ。

　後見は保護機能が強いものの、本人の

行為に対する制限も強い。本人に判断能

力が全く無いことを医学的に判定しても

らうなど、利用のハードルが高い。政府は

保佐や補助、任意後見の活用を進めてい

る。しかし、保佐や補助の仕組みは、本人の

同意が無しには極めて限定的な保護しか

できず、使い勝手が良くない。

　未成年が自由にできることには様々な制

限があるが、それは判断能力が未熟な子ども

を守るためだ。判断力の低下した高齢者に対

しても、意思どおりにしないことが、本人の

利益となり、保護することになることもある。

　加齢による判断力への影響は個人差が

非常に大きく一律には扱えないこともあ

り、高齢者の自己決定の尊重との兼ね合

いは難しい問題だが、齢を重ねるうちに次

第に判断力が低下して、ひとりでは身を守

れなくなる恐れがあることを考えれば、自

分の権利が制限されてもより強い保護が

受けられるよう、後見と保佐の中間的な仕

組みがあれば良いのにと思う。

　しかし、一筋縄ではいかない、この問題

には様々な意見があるだろう。高齢者の

高齢化で起こる様々な問題に、どのような

仕組みを作って行くべきなのか、国民全体

でもっと活発に議論を行っていく必要が

あるのではないだろうか。
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